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土地種別 利用形態 面積（ムー） 経営者 作物・用途
農　地
集団経営 1,000 合作社 小麦、トウモロコシ





個人経営 200 村　民 砂利採取
未利用 300 － －
工業用地 企業へ貸出 1,100 企　業 工業
（出所）村・合作社幹部からのヒアリングに基づき、筆者作成。
22アジ研ワールド・トレンド No.217 （2013. 10）
を示した。農地の半分以上にあたる一八〇〇ムーが合作社による小麦、トウモロコシ、キノコ生産などの農業経営、残りが個々 村民によって経営されている。工業用に転用され企 へ貸し出された一一〇〇ムーと合わせると 集団所有地の大半が行政村によって経営されていることがわかる。　
ＮＦ村の経営収支をみると、年













































































































の北京近郊の村では、資源の所有主体と管理主体がいずれも行政村で一致していた。つまり、所有と権力が行政村という単位に集中しており、資源 分布構造が比較的単純であったため、行政村がまとまった資源（土地）を動かすことが可能となった。その結果、行政村主導の株式合作制による土地資源管理 実現し 。
　
他方、事例②の長江デルタの村











































































































































































































































































































①華北 土地 行政村 行政村 行政村 株式合作 経営主体 －
②長江デルタ
土地 村民小組 村民 村民 請負 －
仲介・
調整
養魚池
行政村・
村民小組
村民 村民 請負
許可・
承認
－
（出所）村・合作社幹部からのヒアリングに基づき、筆者作成。
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